

第１節　申請等のあらまし

１　はじめに

　一般廃棄物の収集運搬、処分を業として行おうとする者は、法第７条の規定により市長の許可を収集運搬業・処分業ごとに別に受けなければなりません。この書は、処分業の許可、許可の更新、変更等の手引書ですので、確認の上、手続をしてください。

　なお、申請用紙等は、この手引書の様式をコピーして使用してください。

２　許可申請等手数料

　　市条例別表第２の規定により、申請時に次の区分による許可申請手数料等が必要です。

（各申請書受理時に納付書を発行しますので、指定金融機関に納付してください。）

	種　別
	区　分
	金　額

	許可申請書（新規）
	１件につき
	12,000円

	更新許可申請書
	
	10,000円

	変更許可申請書
	
	 3,000円

	許可証再交付申請書
	
	  1,000円


　　なお、施行令第４条の８の規定により許可期間は２年であり、法第７条第７項の規定により２年毎に更新を受けなければその効力を失うので注意してください。

３　申請の流れ


　　　　　　　　　　　　　　 　　　書類審査


書類完備　　　　　　　不備は差戻し（書類は預かりますが、再提出）

　　　　　　　　　　　　　　　


　　　　　　　　　　　　　→　許可申請等手数料の納付



該　当

非該当　　　　　　　　　　　

　　　　　　　


　　　　　　　　　　　　　　不適合
　　　　　　　　　 

適　合　　　　　　　


　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

改善指示等がなされても、改善を行わない場合は

許可決定ができず、事業を行うことができません。

４　申請書等の提出先・提出部数・形式

　(1) 提出先　　駒ヶ根市役所 民生部 生活環境課 環境衛生係

　　　　　　　　〒399-4192　駒ヶ根市赤須町20番１号　　℡ 0265-83-2111 内線543
　(2) 提出部数　・許可申請書----２部

　　　　　　　　・添付書類------１部（ただし、事業計画書は２部）

　(3) 形式　　　申請書等----日本工業規格Ａ列４番サイズ

（図面等については、Ａ列３番の折込みでも可）

５　申請書等の提出

  (1) 許可申請（法第７条第１項）、更新申請（法第７条第２項）及び変更許可申請（法第７条の２第１項）----一般廃棄物収集運搬業許可申請書（様式第１号）

　　　　①　「申請の流れ」図のとおり、審査期間が必要ですので、許可を受けようとする日(変更しようとする日)の遅くも30日前までに申請書が受理されるよう準備してください。
　　　　②　新規・更新・変更許可申請を同一の様式としてあり、それぞれごとに記載の仕方が異なる場合がありますので、留意事項を確認して記載してください。

　　　　③　届出事項となっている施行規則第２条の６に掲げる事項の変更の届は、次の(3)の様式は別にありますが、変更許可申請を同時にする場合は、(3)の様式に記載すべき事項も変更許可申請書に記載してください。

＊　それぞれの申請書の留意事項、必要書類等については、後述の留意事項を参照してください。

  (2) 許可証再交付申請----許可証再交付申請書（様式第７号）

　　　　・　市規則第９条の規定により許可証を損傷し、又は紛失したときは、速やかに申請してください。

  (3) [事業の全部又は一部の廃止]又は[施行規則第２条の６に掲げる事項の変更](法第７条の２第３項)----一般廃棄物収集運搬業・一般廃棄物処分業変更・廃止届(様式第10号)

　　　　・施行規則第２条の６第２項の規定により10日以内に届け出てください。

６　その他

　(1) 許可申請等に係る書類の写し及び市からの許可証は、許可に係る業を継続している限り、保存しておいてください。

第２節　許可の基準及び条件

１　国の基準（法第７条第10項関係）

10項　市町村長は、第一項の許可の申請が次の各号に適合していると認めるときでなければ、同項の許可をしてはならない。

(1) 当該市町村による一般廃棄物の処分が困難であること。

(2) その申請の内容が一般廃棄物処理計画に適合するものであること。

(3) その事業の用に供する施設及び申請者の能力がその事業を的確に、かつ、継続して行うに足りるものとして環境省令で定める基準に適合するものであること。

(4) 申請者が第５項第４号イからヌまでのいずれにも該当しないこと。（＊＊＊申請人及び法定代理人並びに法人の役員等いずれか一人でも次の欠格事項に該当すれば許可を受けられない。＊＊＊）

（第５項第４号）
イ　成年被後見人若しくは被保佐人又は破産者で復権を得ないもの

ロ　禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなつた日から５年を経過しない者

ハ　この法律、浄化槽法(昭和58年法律第43号)その他生活環境の保全を目的とする法令で政令で定めるもの若しくはこれらの法令に基づく処分若しくは暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律(平成３年法律第77号。第31条第７項を除く。)の規定に違反し、又は刑法(明治40年法律第45号)第204条、第206条、第208条、第208条の３、第222条若しくは第247条の罪若しくは暴力行為等処罰ニ関スル法律(大正15年法律第60号)の罪を犯し、罰金の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなつた日から５年を経過しない者

ニ　第７条の４若しくは第14条の３の２(第14条の６において読み替えて準用する場合を含む。以下この号において同じ。)又は浄化槽法第41条第２項の規定により許可を取り消され、その取消しの日から５年を経過しない者(当該許可を取り消された者が法人である場合においては、当該取消しの処分に係る行政手続法(平成５年法律第88号)第15条の規定による通知があつた日前60日以内に当該法人の役員(業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者をいい、相談役、顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、法人に対し業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者と同等以上の支配力を有するものと認められる者を含む。以下この号及び第14条第５項第２号ニにおいて同じ。)であつた者で当該取消しの日から５年を経過しないものを含む。)

ホ　第７条の４若しくは第14条の３の２又は浄化槽法第41条第２項の規定による許可の取消しの処分に係る行政手続法第15条の規定による通知があつた日から当該処分をする日又は処分をしないことを決定する日までの間に第７条の２第３項（第14条の２第３項及び第14条の５第３項において読み替えて準用する場合を含む。以下この号において同じ。）の規定による一般廃棄物若しくは産業廃棄物の収集若しくは運搬若しくは処分の事業のいずれかの事業の全部の廃止の届出又は浄化槽法第38条第５号に該当する旨の同条の規定による届出をした者（当該事業の廃止について相当の理由がある者を除く。）で、当該届出の日から５年を経過しないもの
ヘ　ホに規定する期間内に第７条の２第３項の規定による一般廃棄物若しくは産業廃棄物の収集若しくは運搬若しくは処分の事業のいずれかの事業の全部の廃止の届出又は浄化槽法第38条第５号に該当する旨の同条の規定による届出があつた場合において、ホの通知の日前60日以内に当該届出に係る法人（当該事業の廃止について相当の理由がある法人を除く。）の役員若しくは政令で定める使用人であつた者又は当該届出に係る個人（当該事業の廃止について相当の理由がある者を除く。）の政令で定める使用人であつた者で、当該届出の日から５年を経過しないもの
ト　その業務に関し不正又は不誠実な行為をするおそれがあると認めるに足りる相当の理由がある者

チ　営業に関し成年者と同一の能力を有しない未成年者でその法定代理人がイからトまでのいずれかに該当するもの

リ　法人でその役員又は政令で定める使用人のうちにイからトまでのいずれかに該当する者のあるもの

ヌ　個人で政令で定める使用人のうちにイからトまでのいずれかに該当する者のあるもの
２　市の追加基準（市規則第７条関係）

　第７条　法第７条第１項又は第６項の規定による許可に係る基準は、同条第５項又は第10項に定めるもののほか、次の各号のとおりとする。

(1)　申請の内容が市の一般廃棄物の処理計画に適合するものであること。

(2)　一般廃棄物の適正な処分先を確保できること（最終処分を業として行う者を除く。）。

(3)　市町村民税の滞納がないこと。

(4)　その他市長が必要と認めること。

＊　事業の用に供する施設及び申請者の能力がその事業を的確に、かつ継続して行うに足りるものであること（厚生省基準に適合すること。）。

３　許可の条件（許可後の条件）

　　一般廃棄物の収集運搬業の許可には、条件を付します。参考までに、その許可の条件の例を記載します。

(1) 提出のあった作業計画又は事業計画に基づくものであること。

(2) 一般廃棄物関する法令その他の関係する法令及び市の条例・規則を遵守すること。

　　(3) 提出された申請書の内容に変更が生じた場合は、速やかに変更の申請、届出をすること。

　　(4) 次のいずれかに該当するときは、その許可を取り消し、又は業務の全部若しくは一部の停止を命ずることがあります。（市規則第11条関係）

ア　法令、条例又はこの規則に違反したとき。

イ　虚偽又は不正な手段により許可を受けたとき。

ウ　許可の基準に該当しなくなったとき。

エ　許可に付した条件に違反したとき。

第３節　許可申請書の記載及び添付書類の注意事項

１　申請書の記入要領

(1) 既に処理業を有している場合の記入欄について

　　当該申請以外に、既に処理業の許可を受けている場合は、申請市町村内外、収集運搬業、処分業を問わず、市町村名、許可番号を記入してください。

(2) 事業所の所在地について

　　　処分場のある実質的な事業拠点を記入してください。

(3) 事業の範囲について

　　取り扱う一般廃棄物の種類を処分の方法毎に区分して具体的に記入してください。

(4) 事業の用に供するすべての施設について

　　全ての施設ごとに、設備について具体的に記入してください。

(5) 保管を行う場合は、保管を行うすべての場所の所在地、面積、保管する一般廃棄物の種類、処分等のための保管量の上限及び積み上げることができる高さの上限、収集運搬車について具体的に記入してください。
(6) 事業の用に供する施設の処理方式、構造及び設備の概要その他機材等について具体的に記入してください。
　　(7) 法定代理人欄、法第7条第5項第4号リに規定する役員欄、発行株式の100分の5以上あるいは出資が100分の5以上の出資者欄、施行令第4条の7に規定する使用人欄（以下「役員等という」。）について

　　　　該当する者がいる場合について記入してください。

　　(8) 従業員名簿について

　　　　本社、本店の従業員まで記入する必要はありません。実際に業を行っている事業所の従業員を記入してください。

　　※　上記の全ての記入欄について、不足する場合は、罫紙等別紙へ記入し、添付してください。

２　添付書類の記入要領

	添　付　書　類
	備　　　　　　　　　　　考

	(1) 事業計画の概要を記載した書類

(2) 本社、事務所、事業所の位置図

(3) 処分にかかわる施設（保管を含む）それぞれについて右の書類を添付する。


	○　一般廃棄物処分事業計画書

・　処分する廃棄物の種類

・　処分作業の具体的な計画（処分する廃棄物の種類ごとに処分方法、作業場所、作業工程、作業に供する設備、従業員配置等具体的に）

○　住宅地図のコピーに所在を明示する等でかまいません。

· 施設の構造を明らかにする平面図、立面図、断面図、構造図及び設計計算書並びに当該施設の付近の見取り図
· 当該土地の登記事項証明書、公図の写し

・　申請者が所有権を有しない場合は、使用する権限を有することを証する書類（地上権が設定されている場合は、その登記事項証明書、または使用目的が明示されている賃貸借契約があればその写し（所有者の原本証明が必要）のいずれかを添付してください。）

	(4) 定款・登記事項証明書等

(5) 住民票、外国人登録証明書、登記事項証明書

(6) 事業を行うに足りる技術的能力を証明する書類

(7) 経理的基礎を有することを証する書類

(8) その他市長村長が必要と認める書類


	○　保管する場合は、保管する一般廃棄物の性状を廃棄物の種類ごとに記載した書類（分析票等）

○　申請者が法人である場合は、定款又は寄附行為（いずれも原本証明したもの）及び登記事項証明書
○　この書類は、申請書に書いてある申請人及び法定代理人役員等すべての者について必要です。

・　住民票は本籍地の記載のあるもの

・　外国人である場合は、外国人登録証明書

・　登記事項証明書は、成年被後見人及び被補佐人として登記されていないことを証明したものを、東京法務局から交付を受けてください。

○　次の者が、一般廃棄物又は産業廃棄物の処分に関する講習を終了している場合は、その終了証の写し

・　申請者が法人の場合は、その代表者若しくはその業務を行う役員又は業を行おうとする区域に存する事業場の代表者

· 申請人が個人の場合は、当該者又は業を行おうとする区域に存する事業場の代表者

○　新規申請は、事業開始に要する資金の総額及びその資金の調達方法を記載した書類

○　申請者が法人の場合は、直前2年間の各事業年度における貸借対照表並びに損益計算書及び法人住民税納税証明

○　申請者が個人の場合は、別紙資産に関する調書及び直前2年間の納税証明書

○　直近の決算において赤字が生じている場合は、別紙長期的財務計画書

	


３　登記事項証明書について

　許可申請書に添付する書類の一覧(5)にある登記事項証明書については、法第７条第５項第４号イに規定する、欠格要件に該当していないかどうかを審査するために必要となる書類です。

　この証明書は、許可申請書類に添付していただく必要がありますので、東京法務局に申請して証明を受けてください。交付申請ができるのは本人、配偶者及び四親等内の親族に限られます。

　なお、代理人によって申請することもできますが、その場合は、申請書に請求権者が作成した委任状を添付する必要があります。

登記事項証明書

　○　交付申請する書類

　　　成年被後見人又は被保佐人として登記されていないことの証明書

　○　交付申請先

　　　〒１０２－８２２５

　　　東京都千代田区九段南１－１－１５　九段第２合同庁舎

　　　　東京法務局民事行政部　後見登録課

　　　　　　　　　　　　　　　℡03-5213-1234

　○　証明書の手数料

　　　登記されていないことの証明書は、１通につき登記印紙500円（１人）

· 郵送で証明書を申請する場合は、返信用封筒に申請人の住所氏名を記載し、80円切手を貼付して申請書に同封する

· 申請用紙は、最寄の法務局・地方法務局及びその他の支局等で入手することができます。また、法務省ホームページ（http://www.moj.go.jp/MINJI/）でも入手できます。

· 登記印紙は、各中央郵便局、各家庭裁判所の最寄の郵便局、法務局・地方法務局及びその支局に設置されている印紙売り場（場所によってはない場合もあります）で入手できます。

　　　　※　伊那大芦郵便局、長野地方法務局伊那支局で取扱

　　　駒ヶ根市廃棄物の処理及び清掃に関する条例（抜粋）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　昭和47年３月25日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　条　例　　第12号

(一般廃棄物収集運搬業、一般廃棄物処分業及び浄化槽清掃業許可申請手数料)

第15条　法第７条第１項若しくは第６項並びに浄化槽法第35条第１項の規定により、一般廃棄物収集運搬業若しくは一般廃棄物処分業の許可並びに浄化槽清掃業の許可を受けようとする者、又は変更の許可等を受けようとする者は、別表第２に定める手数料を申請のときに納付しなければならない。
別表第２（第15条関係）
一般廃棄物収集運搬業、一般廃棄物処分業及び浄化槽清掃業許可申請等手数料
	種　　別
	区　　分
	金　　額

	許可申請書(新規)
	1件につき
	12,000 円

	更新許可申請書
	
	10,000

	変更許可申請書
	
	3,000

	許可証再交付申請書
	
	1,000


駒ヶ根市廃棄物の処理及び清掃に関する規則（抜粋）

昭和47年３月25日
規　　則　　第７号

（一般廃棄物収集運搬業、一般廃棄物処分業及び浄化槽清掃業の許可申請等）

第６条　一般廃棄物収集運搬業、一般廃棄物処分業又は浄化槽清掃業の許可の申請は、それぞれ次の各号に掲げる申請書に必要な書類を添付して市長に提出しなければならない。

 (1)  法第７条第１項の規定による許可の申請　一般廃棄物収集運搬業許可申請書（様式第１号）

 (2)  法第７条第６項の規定による許可の申請　一般廃棄物処分業許可申請書（様式第２号）

 (3)  浄化槽法（昭和58年法律第43号）第35条第１項の規定による許可の申請　浄化槽清掃業許可申請書（様式第３号）
２　前項第１号の規定は法第７条第２項の規定による許可の更新について、同項第２号の規定は同条第５項の規定による許可の更新について、同項第３号の規定は浄化槽清掃業の許可期間満了時における許可の更新申請について準用する。

　（許可の基準）

第７条　法第７条第１項又は第６項の規定による許可に係る基準は、同条第５項又は第10項に定めるもののほか、次の各号のとおりとする。
(1)　申請の内容が市の一般廃棄物の処理計画に適合するものであること。
(2)　一般廃棄物の適正な処分先を確保できること（最終処分を業として行う者を除く。）。
(3)　市町村民税の滞納がないこと。
(4)　その他市長が必要と認めること。
２　浄化槽法第35条の規定による許可に係る基準は、法令に定めるもののほか、次の各号のとおりとする。

(1)　申請の内容が市の一般廃棄物の処理計画に適合するものであること。
(2)　市町村民税の滞納がないこと。
(3)　その他市長が必要と認めること。
　（浄化槽清掃業の許可期間）

第８条　浄化槽法第35条第２項の規定による浄化槽清掃業の許可の期間は、２年とする。
　（許可証）

第９条　市長は、法第７条第１項又は第６項の規定による許可をしたときは許可証（様式第４号）又は許可証（第５号）を交付するものとし、浄化槽法第35条第４項の規定による許可をしたときの通知は許可証（様式第６号）によるものとする。

２　前項の規定による許可証の交付を受けた者は、当該許可証を損傷し、又は紛失したときは、速やかに許可証再交付申請書（様式第７号）を市長に提出し、その再交付を受けなければならない。

３　第１項の規定による許可証の交付を受けた者は、次の各号のいずれかに該当するときは、速やかに当該許可証を市長に返還しなければならない。

(1)　許可を取り消されたとき。
(2)　事業を廃止したとき。
(3)　前項の規定による許可証の再交付を受けたとき（紛失による場合を除く。）。
　（変更の許可、届出等）

第10条　第６条第１項第１号及び第２号並びに第８条の規定は、法第７条の２第１項の規定による変更の許可について準用するものとし、変更しようとする日30日前までに必要な書類を添付して市長に申請しなければならない。

２　市長は、前項の場合において変更の許可をしたときは、変更許可証（様式第８号）又は変更許可証（様式第９号）を交付するものとする。

３　法第７条の２第３項の規定による届出は、一般廃棄物収集運搬業・一般廃棄物処分業変更・廃止届（様式第10号）に必要な書類を添付して市長に届け出なければならない。

４　浄化槽法第37条及び第38条の規定による届出は、浄化槽清掃業変更・廃業等届（様式第11号）によるものとする。

　（許可の取消し等）

第11条　市長は、許可業者が次の各号のいずれかに該当するときは、その許可を取り消し、又は業務の全部若しくは一部の停止を命ずることができる。
(1)　法令、条例又はこの規則に違反したとき。
(2)　虚偽又は不正な手段により許可を受けたとき。
(3)　第７条に規定する許可の基準に該当しなくなったとき。
(4)　許可に付した条件に違反したとき。

（処理する産業廃棄物)
第12条　条例第16条の規定により市長が定める産業廃棄物の種類は、次のとおりとする。

(1)　条例第11条の規定により市長が指示できる多量の一般廃棄物の量以内であって、市が行う一般廃棄物処理上支障がないもの

(2)　その他駒ヶ根市が行う一般廃棄物処理上支障がなく、かつ、環境汚染のおそれがなく環境保全上市長が必要と認めたもの
　（補則）

第13条　この規則に定めるもののほか、この規則の施行に関し必要な事項は、市長が別に定める。

附　則

この規則は、公布の日から施行する。
　　附　則（昭和61年規則第16号）

この規則は、昭和61年４月１日から施行する。

　　附　則（平成７年規則第23号）

この規則は、公布の日から施行する。

　　附　則（平成15年規則第１号）

この規則は、平成15年４月１日から施行する。
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＊　この手引きにおける法令等の略称


　①　廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和45年法律第137号）----------法


　②　廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行令（昭和46年政令第300号）----施行令


　③　廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行規則(昭和46年厚生省第35号)---施行規則


　④　駒ヶ根市廃棄物の処理及び清掃に関する条例（昭和47年条例第12号）---市条例


　⑤　駒ヶ根市廃棄物の処理及び清掃に関する規則（昭和47年規則第７号）----市規則
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